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第三者割当増資の結果に関するお知らせ 

 

 平成 27年３月 16日及び平成 27年３月 30日開催の当社取締役会において決議いたしました

当社普通株式 59,500 株の第三者割当増資による募集株式発行につきまして、割当先であるみ

ずほ証券株式会社より当社普通株式 59,500 株の割当に応じる旨の通知がありましたので、お

知らせ申し上げます。 

当社では、当社普通株式の東京証券取引所マザーズへの上場に伴う公募による募集株式の発

行及び引受人の買取引受による株式売出しに関連して、みずほ証券株式会社を売出人として、

当社普通株式 59,500 株の売出し（以下「オーバーアロットメントによる売出し」という。）を

行いました。 

本第三者割当増資は、このオーバーアロットメントによる売出しに関連して、当社株主であ

る樋口敦士より借入れた当社普通株式の返還を目的として、みずほ証券株式会社に対し行われ

るものです。 

 

記 

 

１．募集株式の発行概要 

（１） 募集株式の種類及び数 当社普通株式                    59,500株 

（２） 払込金額 １株につき                   1,895.50円 

（３） 払込金額の総額 112,782,250円 

（４） 割当価格 2,327.60円 

（５） 割当価格の総額 138,492,200円 

（６） 増加する資本金及び 

資本準備金に関する事項 

増加する資本金 1株につき    1,163.80円 

増加する資本準備金 1株につき 1,163.80円 

（７） 割当先及び割当株数 みずほ証券株式会社             59,500株 

（８） 申込期日 平成 27年４月 24日（金曜日） 

（９） 払込期日 平成 27年４月 27日（月曜日） 

（10） 申込株数単位 100株 

※上記のうち払込金額並びにその総額は、会社法第 199 条第１項第２号所定の払込金額とその



 

総額であり、割当価格並びにその総額は、東京証券取引所マザーズへの上場に伴う公募によ

る募集株式発行並びに引受人の買取引受による売出しの引受価額と同額の価格とこれに基

づく総額です。 

 

２．本第三者割当増資による発行済株式総数及び資本金の推移 

平成 27年 4月 22日現在の発行済株式総数 1,854,000株 

（現在の資本金 449,815,600円） 

増資による増加株式数 59,500株 

（増加資本金 69,246,100円） 

増資後の発行済株式総数 1,913,500株 

（増資後の資本金 519,061,700円） 

 

３．手取金の使途 

今回の第三者割当増資による手取概算額 138,492千円については、公募による募集株式発行

による手取概算額 711,556 千円と合わせた、合計手取概算額 850,048 千円について、平成 27

年４月８日に公表した「有価証券届出書の訂正届出書」に記載のとおり、プラットフォーム事

業におけるソフトウェア開発、事業拡大に伴うオフィスの拡張、移転等の設備投資、金融機関

からの借入金の返済等に充当する予定であります。 

具体的には以下の使途に充当する予定であります。 

①プラットフォーム事業におけるクラウド・ＡＳＰサービス「ネクストエンジン」ユーザー

の利便性向上のための機能強化及び新規ユーザー獲得のための新サービス開発を目的と

した、ソフトウェア等への設備投資資金として 293,000 千円（平成 27 年４月期：55,000

千円、平成 28年４月期：92,000千円、平成 29年４月期：146,000千円） 

②事業拡大に伴う本社オフィス及び東京事務所の拡張、移転にかかる敷金保証金並びに内装

その他の建物付属設備等の設備投資資金として 87,000 千円（平成 28 年４月期：12,000

千円、平成 30年４月期：75,000千円） 

③財務バランスの改善を目的とした金融機関からの借入金返済充当資金として 387,000千円

（平成 27年４月期：120,000千円、平成 28年４月期：267,000千円） 

 上記以外の残額は、コマース事業における自社企画商品の拡充に伴う仕入資金及び海外展開

に付随する人件費、並びにＡＳＰサービス運用におけるシステム保守費用等の運転資金に充当

いたします。 

なお、上記調達資金については、各々の具体的な充当時期までは、安全性の高い金融商品等

で運用していく方針であります。 

以 上 

 

 

 


